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and Their Japanese Language Problem :
From The North American Times Year Book of The 1936 Edition
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要　　　旨
この論文では，まずハワイ生まれの日系二世として知らない者がない Daniel 
Ken Inoue を例に挙げ，アメリカ人としての忠誠心を示すため，アメリカ軍人
として彼が第二次世界大戦で遂げた戦績，そしてその後，アジア系の政治家と
しては初めて登りつめた大統領継承第 3 位という最上位の地位から，Inoue が
代表する日系人の奮闘の歴史を紹介する。次に Inoue の例をはじめ，明治元年
（1868年）以来，特にハワイに移民した人々の生活の様子や歴史などの資料を
保存，展示している資料館に日本ハワイ移民資料館があるが，その所蔵する
『北米年鑑』（1936年版）の記録から，日系移民二世の日本人でありながら，生
まれながらにして米国人であるという特殊な事情ゆえに直面する困難や，アメ
リカ社会における立場，また彼らが受けた教育について，とりわけ日本語教育
の問題に絞って考察する。
キーワード
日系移民，日系二世，日系二世のための国語学校，日米の懸け橋，日本ハワ
イ移民資料館
1 ．は じ め に
明治元年（1868年）に最初の日本人移民労働者の集団がハワイ王国に渡
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り，砂糖黍プランテーションの労働者として雇われた。その「元年者」と
呼ばれた148人の移民は，明治政府の許可無く出国したため，ハワイ入り
するや否や劣悪な労働条件の下，過酷な労働に甘んじなければならなかっ
た
1）
。以来150年近い歳月が流れ，その間，ハワイをはじめ，主にアメリ
カ西海岸地域に定住した日系一世は多くが亡くなり，その子どもたち日系
二世も高齢となって第一線を退き，現在は三世，四世が活躍の時代を迎え
ている。
第二次世界大戦で第442連隊の英雄として知らぬ者がない Daniel Ken 
Inoue（1924年 9 月 7 日－2012年12月17日）も，日米の現代史を生き抜いた日
系二世のひとりである。祖父浅吉は福岡県，祖母モヨは広島県の出身で，
家の失火による借金を返済するため，明治32年（1899年） 9 月28日に福岡
県八女郡横山村（現在の八女市広川町）から渡米した。Inoue は祖父母とと
もに渡米した父兵太郎，母となるかめ（旧姓今永）のもと，1924年当時ア
メリカ準州であったハワイ，ホノルルに生まれた。Inoue はハワイの名門
ハワイ大学マノア校に進学したが，在学中の1941年12月に，日本軍の真珠
湾攻撃によりアメリカが第二次世界大戦に参戦した後，アメリカ人として
の忠誠心を示すためにアメリカ軍に志願し，アメリカ陸軍の日系人部隊で
ある第442連隊に配属され，ヨーロッパ戦線で右腕を失いながらも勇猛な
戦績を挙げ勲章を授与された
2）
。
Inoue は，右腕を失ったことにより当初目指していた医学への道を諦
め，ハワイ大学に復学して政治学を学び，ジョージ・ワシントン大学法務
大学院に進んで1953年に J .D . を授与された。その後政界に進出して，
1954年に準州であったハワイ議会の議員に，1959年には民主党からハワイ
選出の連邦下院議員に立候補して当選し，アメリカ初の日系議員となっ
た。1963年からは50年近くにわたって上院議員に在任した長老議員であ
り，2010年 6 月28日に最古参であった Robert Carlyle Byrd 上院議員が死
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去したことで上院最長老となり，これに伴い上院仮議長に選出され亡くな
るまで同職にあった。上院仮議長は，名誉職ではあるものの，大統領継承
順位第 3 位の高位であり，アメリカの歴史上アジア系アメリカ人が得た地
位としては最上位のものとなる
3）
。
Inoue の家族の例をはじめ，特にハワイに移民した人々の生活の様子や
歴史などの資料を展示，保存している資料館に日本ハワイ移民資料館があ
る
4）
。本論文では，日本ハワイ移民資料館所蔵の『北米年鑑』（1936年版）
5）
の記録から，アメリカ移民二世の立場，その教育問題，とりわけ日本語教
育問題について考察する。
2 ．日本ハワイ移民資料館
山口県大島郡は大勢の海外移民を送り出し，その数は全国屈指と言われ
る。その郷土の先人たちの記録を後世に伝えようと，周防大島町では平成
7 年（1995年）より移民に関する資料の収集に着手していた折，明治から
大正にかけて米国サンフランシスコで過ごした，故福元長右衛門
6）
の遺族
より町への旧宅寄贈の申し出があり，昭和 3 年（1928年）に建築された旧
宅（704平方メートル，和洋折衷様式）を，ハワイ移民に関する資料館とし
て，国の行う平成10年度（1998年度）「ふるさと C&C モデル事業」の補助
（6500万円）採択を受けて整備に着手し，平成11年（1999年） 2 月 8 日の開
館をめざした。 2 月 8 日の開館は，明治18年（1885年） 2 月 8 日第一回官
約移民
7）
がハワイに到着した日にちなんだものである。資料館の内容は，
ハワイ移民の苦難の歴史や先人が苦労して得た財貨が郷土文化経済の発展
に貢献した事情，そして今日に至るまでの交流の様子を紹介するもので，
当時の写真や映像，使用した家具や道具，生活用品などを展示し，移民初
期の暮らしの様子を紹介している。またそれぞれの子孫が移民の記録を検
索できるシステムを導入し，先達の記録から，自らのルーツの確認や，異
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国にある同郷人との出会いの場として新たな国際交流の契機を提供してい
る
8）
。
「移民の島」と呼ばれている周防大島は，数多くの人々をハワイ，アメ
リカ本土に送り出している。明治18年（1885年） 2 月到着第一回ハワイ官
約移民944名のうち305名は周防大島出身者であり，大正年間にはハワイ，
アメリカ本土へ6,000人を超える人々が渡っていったのである。西南戦争
後の不景気で，大島郡においても米一石が明治14年（1881年）には十円余
であったものが18年（1885年）には五円程度に下落した。商工業は萎縮し
失業者が増加したのみならず，農村においても地租の比重が大きくなり，
滞納者がおびただしく如何ともし難い状況であった。防長新聞（1884年 9
月 5 日付）によれば，「大島の人口七万を平方里に平均すれば，一平方里
七千人にあたり，土地の割合に人が多き処なれば，とても田畑の耕作のみ
では生計も立ゆき難し－中略－近来，大工石工の日傭賃の下落せしのみな
らず，雇う人少なきにやむを得ず帰郷する者多くなり，このままにて一両
年過せば，餓死する者もできるらん。」と全国的な不況のあおりを受けた
人口過剰の周防大島の窮状を伝えている
9）
。特に明治16年（1883年）の霜
害，翌17年（1884年）の風水害，19年（1886年）の屋代，郷の坪の山崩れ
で，死者110名，家屋流失60戸，耕地72町歩流失の大災害等，うち続く天
災のため住民は困窮を極めていた
10）
。
このような悲境の最中，明治17年（1884年）11月，防長新聞にハワイ移
民に関する記事が掲載され，出稼ぎ志願者が殺到することになる。また日
本経済新聞の前身である中外物価新報（三井物産創始）の一面トップに
は，「ハワイへ行けよ。横浜よりアメリカ桑港へ至る海路に島あり。その
名をサンドウィッチといい，この島の王国をハワイという。……その国は
景色もよく物価も安く，誠に住居よき国なるうえ，気候は年中わが国の春
から秋にて暑さもなければ寒さもなく，夫婦共稼ぎに稼がば，月々余る程
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の給金を得られるうえ，わが国より彼の地に渡るに一銭の旅費もいらぬと
は，誠に世にいう濡れ手でアワのつかみ取りならぬ。わが農家の多きうち
には，近年米価下落にて随分お困りの方もあらんか，その方々はなんと一
奮発なされ 4 ，5 年ハワイへ出稼ぎして長者となられては如何。」とハワイ
行きが宣伝されたのである
11）
。
明治18年（1885年）第一回輸送船「東京市号」には，944名が乗り込み 1
月27日長浦を出帆， 2 月 8 日ホノルルに到着した。このうち山口県人は
420名にのぼり，その中でも大島郡出身者は305名と多数であった。このよ
うに官約移民の大部分は山口はじめ広島を中心とする農村出身者であっ
た。明治18年（1885年）から明治27年（1894年）まで，26回にわたる官約移
民は29,084人に及んだが，山口県人は10,424人で，大島郡出身者は3,913人
であった
12）
。
3 ．アメリカ日系移民二世問題
（1）二世の出現
在米日本人の経済的社会的発展は，人種的偏見に相俟って，米国人の恐
日，猜疑，嫉妬を助長し，排日のうねりは年とともに拡大した。殊にカリ
フォルニア州では排日が苛烈を極め，カリフォルニア州議会においては
1913年に日本人の土地所有禁止法が制定されて以来，毎期必ず排日法案が
提出される程であった。日本政府においては排日を緩和する一方法とし
て，1919年12月突如自発的に写真結婚禁止令を発し，1920年12月25日より
実施する旨を発表したので，同年 3 月以降の日本婦人の渡米は途絶した。
この年カリフォルニア州議会においては新排日土地法が制定され，1921年
にはワシントン州にも飛び火して排日土地法が成立したばかりか，1924年
には連邦議会において新排日移民法が通過する事態になった。そのため在
留日本人の多くはその進退に迷い，ある者は帰国し，或いは背水の陣を敷
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き，二世子女の発育成長に将来の希望を繫ぐ悲壮な者もあって，事態は悲
観的になっていた
13）
。
花園
14）
はまず，「日本人移民一世のアメリカにおける暮らしを振り返っ
て，在米50年の歴史，それは苦難の連続であった。日本政府からは棄民の
扱いを受け，米国からは継子扱いを受け，迫害，非人道的待遇に堪えて今
日に至った。」と切り出し，顧みれば在米同胞の歴史は犠牲の歴史であ
り，孤立無援，言語不通，事情不案内，人種的偏見による排斥迫害を蒙り
つつ奮闘してきたと述べている。
海外出稼ぎの移民，それは内地から逃げ出した者であったかもしれな
い。同時に一般日本人よりも進取，奮闘，冒険の精神が旺盛であったと見
ることができる。まだ見たことのない外国に渡って運命を開拓しようとす
る精神があったからこそ，単身渡米し困難と闘ってきたのである。当時の
日本の勃興が海外進出を促進したことも事実である。最初は無秩序で混乱
した移民地社会であったが，そのうちに家庭を持つ者の数を増やし秩序も
整って，日本人社会を形成するに至ったのである。そこに生まれ出たのが
第二世，米国出生の日本子女である。彼らは苦難の歴史を持つ在米日本人
を父母として米国の地に生まれ，生まれながらにして米国市民としての資
格と，日本民族としてこれまで経験したことのない事実を背負うことに
なったのである
15）
。
人の親としてその子女の教育，その将来を心配しそれに最善を尽くすの
は古今，洋の東西を問わないが，日本人移民一世がその子女教育に熱心で
あり，子どもの教育が何にも増して最大の関心事であったことは事実であ
る。一世が米国において蒙った種々の迫害や差別は，帰化権がないことに
原因があったので，生まれながらにして米国市民権を有する二世は，その
権利の上に米国人と対等にそれぞれの道に発展してほしいというのが一世
の希望であった。帰化不能の外国人として農業を営むにも土地の借地，所
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有を禁止され，漁夫の権利も認められない。このような差別的待遇に甘ん
じなければならないのは，帰化権を賦与されていないからである。一世の
希望と期待のすべてが二世にかけられたのである
16）
。
（2）二世の国際的素質
二世は日本人の子弟であり，しかも米国に生まれ米国の市民権を有する
米国人である。日本人にして日本人にあらず，米国人にして米国人にあら
ずという特殊性に二世問題の核心がある。かつてハワイを視察した柳宗悦
は，「この島国では故国の日本とは事情が違う。その大学生は籍を米国に
置く米国民である。血のすべてを東洋に受け，魂を日本に持ち身体を米国
に置いている。言語は大部分英語である。日本語を巧く話せる者は至って
少ない。血と魂と籍と言語の不統一はこの国で生まれた者に複雑な性格を
与える。彼らは純な米国民ではないが，同時に純な日本人とも違う。」と
述べている
17）
。更に「ハワイの二世は血を東洋に受け，習慣を西洋に受け
ている。そして地の利を東西の中央に受け，文化をその接合においてこな
すことができる。彼らは生まれながらにして国際人なのである。彼らほど
その素質と環境とをもって生まれた国民はない。これを生かして東西の間
に立つことができるなら，その精神的ならびに政治的使命は大きいのでは
ないか。われわれ日本人より，また米国人より，もっと自然に容易に国際
的性質を現すことができる。その自覚におそらくハワイに於ける日本人の
未来があろう。誰にもできない仕事が果たせる。ハワイの二世は太平洋平
和の鍵を握っていることを自覚すべきである。日本に対し米国に対しこれ
より大きい貢献はない。」と述べているが，ハワイに限らず大陸の二世に
しても同様であり，あくまでも国際人として来るべき太平洋時代の舞台に
その特殊使命をもって活躍すべきであることが期待されていたのであ
る
18）
。
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（3）二世への期待
当時，米国の識者は二世の将来にどのような期待を持っていたのか。カ
リフォルニア州前知事ロルフ氏は，「善良なる米国市民としての誇りを忘
れず，太平洋の平和のために手を取って歩もう。」と述べ，ワシントン州
前上院議員ディル氏は，「米国を正しく日本に紹介し，日本を米国人に理
解させることができるのは日系米国人を除いて他にない。日米両国間に立
つ日系米国人の使命は大きい。米国の一分子として日系人があることは米
国の誇りである。過去における米国人の偏見や誤った先入観等は日系二世
の努力によって除去することができる。」とし，ハワイ県知事ファーリン
トン氏は，「東洋人系の市民は遺憾なく同化の事実を示しつつある。東洋
人種を米国文明に融合させることについてハワイは大いなる成功を見つつ
ある。彼らは現に各方面において立派に米国市民としての職責を果たしつ
つある。」と述べた。また，シアトル市ワシントン小学校のシアース校長
は，「二世に日本語を学ばせるべきである。彼らには日本の剣道，柔道な
ども教えるとよい。父母の血より受けた日本人としての古い尊い伝統を失
わせてはならない。彼らは日本人としての教育を受けて初めて正しく立派
な米国市民となるのである。」と結んでいることから，日系二世は日米の
懸け橋として重大な使命を果たすことを期待されていたことが分かる
19）
。
4 ．アメリカ日系移民二世の教育
（1）家庭における意思疎通
二世は，小学校 8 年，ハイスクール 4 年の公立学校における義務教育を
通して，米国市民としての教育，すなわち善良で忠誠心を備えた人材を育
成するための教育を受ける。在米日本人は，米国の教育に遅疑をはさむこ
とはなかったが，二世が幼いうちは家庭においても父母の使用する日本語
を自然に用いることになるが，長じるに及んで英語をその常用語とするよ
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うになり，家庭においても兄弟姉妹や友人との間では英語を使用するよう
になる結果，父母との意思疎通が不完全となる問題が起る
20）
。
二世が小学校程度の年齢のうちは親子関係も比較的円滑で親の意志によ
り如何ようにもなるが，ハイスクールを卒業する頃には，親子相互の意思
疎通が困難になってくる。親はその子どもに簡単な英語しか話せず，子ど
もは親に対して簡単な日本語しか話し得ない。このような状況にあって，
子どもは親に学業のこと，将来の志望について，思想上の煩悶，或いは結
婚問題について相談することができないという結果になる。従って子ども
は親を尊敬することができず，親は親で子どもが得心するような助言や忠
告を与えることができない。親が子どもを監督できないという悩みは想像
以上のものである。在米日本人の家庭は，大なり小なり米国流の思想と日
本流の思想が対立或いは衝突する場所となるのである。在米日本人社会に
おいては，金でも名誉でもない，子どもの教育が第一の関心事ということ
になるのである
21）
。
（2）二世と日本語の必要性
親の立場からすると，親子の意思疎通のためにまず子どもに日本語を学
んでもらいたいと思う。一世も英語を習得すればよいという考えも成り立
つが，実際にはなかなか難しい。日本人がほとんど住んでいない遠隔地，
すなわち日本語教育機関のない地域においては，子どもに日本語を学ばせ
る努力は並大抵ではない。その苦労をある婦人は，「ここには日本人の子
どもはうちの子どもの他に数人しかなく，従って彼らの友達はすべて白人
です。家庭ではできるだけ日本語を教えようとしても，学校において，ま
た友達の間では英語で話すので，なかなか日本語を学びたがりません。い
ろいろ苦心するのですが効果がないので，子どもたちを集めて『あなた方
は米国市民だから将来ずっと米国で暮らすことになるでしょうけれど，パ
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パやママは日本人であるから日本に帰るかもしれない。その時にどうして
親子の交際ができるでしょう。あなた方は日本語が読めず，パパやママは
英語がよく読めないのでは，お互い手紙も書けないことになり，それでは
余りに淋しいのではありませんか。これからはパパやママのためと思って
日本語を勉強してください。』と話したところ，よほど子どもたちの胸を
打ったと見えて，それ以来毎日公立学校の放課後熱心に日本語を学ぶよう
になりました。」と述べている
22）
。
二世の日本語習学は親のためというよりも，知識を豊富にして文化的に
も職業上からも，そして日系アメリカ市民として日米両国の平和を結ぶと
いう使命を果たす上からも，二世自身に利益をもたらすものである。日本
語の知識を有し東洋の文化を咀嚼し，また社会の事情を理解することがで
きれば，それだけ優秀な米国市民となるわけである。日本語を知らない日
本人ほど淋しく哀れな存在はないのである
23）
。
（3）国語学校の将来
二世が将来米国に生活するとすれば，国語学校の現在の教授法やその経
営についても，改善，修正すべき問題が多い。第一に日本の文部省の国定
教科書を使用するというのも無意味であるばかりでなく，教授法上も不便
である。よく研究して日本の専門家の援助も得て，二世の米国での生活に
即した内容で，将来の活動のために役に立つものを作る必要がある。国語
学校の存在理由とその指導原理が定まらない理由として，一世の態度が未
だに落ち着かないという事実を見逃すことができない。一部の父兄は国語
学校において単に日本語を教えるのみならず，いわゆる日本教育を施して
もらいたいという者がある。一方，或る一部の父兄は，子女を日本に同伴
させる際，日本の学校に入学させるのに便利であるので，教科書も日本の
ものを使用してもらいたいと考える。また他方，一部の父兄は，既に一日
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を公立学校において充分勉強してくるので，その上国語学校に通学させる
のは能力上かなりの負担になるという意味で，できる限り授業を軽くして
もらいたいと要望する。いずれも父兄の自己の立場や都合からの意見であ
り，このような不統一な意見が続出する結果，国語学校の真の使命とその
方針が曖昧になっているのである。米国人として米国に生活すべき二世
に，日本の教育法，日本の教科書やその他日本的な教材のみを使用するこ
とは，第一に彼らの勉強心と興味を失わせることになり兼ねない
24）
。
国語学校は父兄並びに一般同胞が二世のために経営維持してきたもので
あるが，二世の時代になって彼らは国語学校をそのまま経営していくであ
ろうか。仮に彼らが国語学校の維持を希望するとしても，その形式や目的
は非常に異なるものになるに違いない。恐らく米国人が日本語を学ぶため
の施設となるに違いない。そうであれば，国語学校ではなく日本語学校と
称すことが妥当と言えるであろう。米国の公立学校に日本語科を設置す
る，或いは，国語学校の設備を拡充して，米国人に対する日本文化研究の
場として提供し，同時に彼らに日本語学習の場としても活用してもらうこ
とにより，日本文化の対外宣揚の実も挙がると思われる
25）
。
（4）公立学校と日本語
世界の文明は大西洋から太平洋に移りつつある。学問，芸術，産業，工
業，政治，商業の中心は既に太平洋の存在を無視することはできない。日米
相互理解は太平洋の平和を保障し，太平洋の平和は世界の平和を保障す
る。太平洋の繁栄と平和を保障するのは何かと言えば，日米両国のヤング・
ジェネレーション，すなわちわが二世であるが，野心ある米国人は，太平洋
時代に備えるべくまず東洋の言語を学び，東洋の知識を涵養するに違いな
い
26）
。
このような時代の要請の下，日本語科を公立学校に設置する運動が起っ
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ている。カリフォルニア州サクラメント市のハイスクールでは，日本語が
随意科目として認められ，オレゴン州フードリバー郡ハイスクールにおい
ては，日系市民が公立学校以外で日本語を正規に学習する場合，ハイス
クールの規定に従う単位を賦与されることになっている。またシアトル市
のシアトル・スター紙はその社説において，ハイスクールに東洋語科を設
置すべきであるとの意見を述べ，「時代は既に太平洋に移りつつある。こ
のような時に当って，わが青少年にギリシャ，ラテン，或いは遠く欧州の
言語を因習的に学習させ，効果が上がらない現状を打破して，新時代の武
器である東洋の言語を公立学校において学ばせるべきである。」と主張し
ている
27）
。
在米日本人は1920年前後からその子女に日米両国の教育を併行して受け
させていた。日本人子女は一方において米国民であるために，米国政府の
指定する教育を受ける義務があり，その両親も子女を米国の完備した学校
に安心して委ねていたのであるが，日本語教育については，日本政府からも
米国からも保護援助がなく，従って個人または集団の半営利事業として経
営されている日本語学園
28）
に子女を通わせなければならなかった。日本語学
園には，米国の公立学校の余暇に通学する規定になっており，日本人児童
は毎日異なった二つの学校に通学することを余儀なくされたのである
29）
。
日本語学園は，1940年当時，カリフォルニア州だけでも248校を数える
隆盛を見せ，それに要する一年間の総経費は397,000ドル余りの巨額に達
していた。これは在米日本人が社会的に支出する負担額中最大のもので，
これを見ても如何に在米日本人がその子女の日本教育に力を入れていたか
を窺い知ることができる
30）
。
家庭においてもその両親は子女を如何にして日本的に教育するかに腐心
している。二世の間で盛んに行われていた茶道，生け花，舞踊，日本音楽
等もその現れの一つである。全米各地に散在する各教会も競って日本語学
― 117 ―
アメリカ日系移民二世の時代と言語問題
園を附属経営しており，当時日本語学園の半数以上は，これらの教会の附
属学園である。要するに在米日本人の教育方針は，米国公立学校における
教育を主としてはいるが，その従であるべき日本語教育の機関が，政府の
保護援助がなく，在米日本人自身によって経営しなければならなかったの
と，民族の言語を教えたい民族愛から，殊に力を入れていたと理解するこ
とができる
31）
。
5 ．お わ り に
本論文では，まずハワイ生まれの日系二世として知らない者がない
Daniel Ken Inoue を例に挙げ，アメリカ人としての忠誠心を示すため，ア
メリカ軍人として彼が第二次世界大戦で遂げた戦績，そしてその後，アジ
ア系の政治家としては初めて登りつめた大統領継承順位 3 位という最上位
の地位から，Inoue が代表する日系人の奮闘の歴史を紹介した。次に
Inoue の例をはじめ，明治元年（1868年）以来，特にハワイに移民した
人々の生活の様子や歴史などの資料を保存，展示している資料館に日本ハ
ワイ移民資料館があるが，その所蔵する『北米年鑑』（1936年版）の記録か
ら，日系移民二世の日本人でありながら米国人であるという特殊な事情ゆ
えに直面する困難や，アメリカ社会における立場，また彼らが受けた教育
について，日本語教育の問題に焦点を絞って考察した。
日系二世は米国生まれの日本人子女である。彼らは苦難の歴史を生き抜
いてきた在米日本人を父母に持ち，生まれながらにして米国市民としての
資格と，日本民族としてこれまで経験したことのない事実を背負うことに
なった。血と魂と籍と言語の不統一が彼らに複雑な個人的，また同時に社
会的立場を与えることになるのである。このような事情を抱えた二世に対
して一世は，子どもたちが日本語学習を通じて知識を豊富に蓄え文化的に
も職業上からも立派な米国社会の一員に成長してほしいと願った。日系ア
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メリカ市民として日米両国の平和を結ぶ使命を担ってほしいと切に希望し
た。
親がその子女の教育，その将来を心配してそれに最善を尽くすのは，洋
の東西を問わず普遍的なことではあるが，日本人移民一世はその子女教育
にたいへん心を砕いていたことが分かる。日系二世が懸け橋となって日米
相互理解が促進されることにより，太平洋の平和が保障され，太平洋の平
和が世界の平和を保障することに繫がると言える。そのような重要な役割
を担うことができるのは，他でもない，生まれながらにして国際人であり
得た日系二世であったのである。
注
1）　東栄一郎「日系アメリカ人史概略」『アメリカ大陸日系人百科事典』アケ
ミ・キクムラ = ヤノ編，小原雅代他訳，明石書店，2002年，370-371頁。
2）　http: //ja.wikipedia.org/　2013/03/18閲覧。
　　 立野純二「義務と名誉，日米を結ぶ」朝日新聞，2012年12月19日。
　　  古賀重樹「米国に残った大和魂」日本経済新聞（夕刊），2012年12月12日。
3）　前掲に同じ。
4）　〒742-2103　山口県大島郡周防大島町西屋代2144番地，電話（0820）74-
4082。http: //www.town.oshima.yamaguchi.jp/hawaii/
5）　『北米年鑑』（1936年版）北米時事社，1936年，1-113頁。
6）　日米新聞社編『在米日本人 人名辞典』1922年，146頁。
7）　小林孝子「日本ハワイ移民資料館　海を渡った人々」『月刊消費者』2005
年 6 月，48-49頁。
8）　周防大島町役場編『続 周防大島町誌』2002年 9 月，586-587頁。
9）　周防大島町役場編「移民の島　周防大島」1996年， 1 頁。
10）　前掲， 1 - 2 頁。
11）　前掲， 4 頁。
12）　前掲， 6 頁。
13）　『北米年鑑』（1936年版）北米時事社，1936年， 3 - 4 頁。
14）  花園一郎「第二世問題管見」『北米年鑑』（1936年版）北米時事社，1936
年，95-113頁。
― 119 ―
アメリカ日系移民二世の時代と言語問題
15）　前掲，95頁。
16）　前掲，95-96頁。
17）　前掲，96-97頁。
18）　前掲，97頁。
19）　前掲，98-99頁。
20）　前掲，101-102頁。
21）　前掲，102頁。
22）　前掲，104頁。
23）　前掲，104-105頁。
24）　前掲，105頁。
25）　前掲，105-106頁。
26）　前掲，106頁。
27）　前掲，106-107頁。
28）　『金門学園の歩み』創立80周年記念1911-1991　Pacific Mediart Produc-
tions，1991年，21-22頁。
　　 サンフランシスコの「在米日本人会」が創立した「在米日本人教育会」
は，1920年フレスノで開催された第 9 回総会において，諸般の情勢から判断
して「日本語学園協会」と改称，学校名も「小学校」と称していたものをす
べて「学園」と改称統一することとした。この「日本語学園協会」は目的も
改め「協会に所属する各学園は，米国公立学校の精神に基づき，善良な市民
教育を補助する」とし，別に 4 項目について決議をした。その中には，日本
語学園で使用中の教科書は不適当なので，米国市民としての教育に適した新
教科書の編纂を計画していることも含まれていた。これらの内容は翻訳さ
れ，カリフォルニア州教育局ウッド局長に提出されて，「日本語学園協会」
の目的が公立学校の精神に反するものでないことを強調した。
29）　加藤新一編『米国日系人百年史　在米日系人発展人士録』1961年，114-
115頁。
30）　前掲書に同じ。
31）　前掲書に同じ。

